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道路・街路事業再評価チェックリスト（１／３）      番号：街－１

事業の名称
東京都市計画道路 

放射第３５号線 
実施主体 東京都 評価該当要件

5年間継続 

（再々評価）２回目 

事業所管部署 道路建設部 街路課

都市計画決定（当初） 昭和４０年 ６月 

都市計画変更（最新） 昭和４１年 ７月

事業認可年度（当初）平成１６年度 

事業認可年度（最新）平成２７年度

事業箇所 練馬区早宮二丁目～同区北町五丁目 評価対象区間延長 １，３３０ｍ

事業期間 平成１６年１２月～平成３３年３月

事業目的

放射第３５号線は、練馬区豊玉中三丁目から板橋区新河岸三丁目（埼玉県境）に至る、延長８．５ｋ

ｍの都市計画道路であり、区部北西部の道路ネットワークを形成し、地域の防災性を高める重要な路線

である。 

本事業はこのうち、練馬区早宮二丁目から同区北町五丁目までの延長１，３３０ｍの区間について、

幅員４０ｍ～５０ｍの道路を新設するものである。 

本区間の整備により、国道１７号（新大宮バイパス）、国道２５４号（川越街道）、環状第８号線と

一体となった道路ネットワークが形成され、交通渋滞の緩和、生活道路への通過交通の排除及び災害時

における避難・救護活動空間としての機能強化が図られる。 

用 地 費 工 事 費 合  計

全体事業費 ２４，０２７百万円 １２，６５２百万円 ３６，６７９百万円

執行済額 

（執行率） 

平成２９年度末

２３，４９３百万円 

          （９８％）

５，３７１百万円 

           （４２％）

２８，８６５百万円 

             （７９％）

用地取得率 

平成２９年度末

取得予定面積（Ａ） 既取得面積（Ｂ） 用地取得率（Ｂ／Ａ）

４５，７２１㎡ ４４，７６６㎡ ９８％

事業の必要性等に関する視点（Ｉ）

 事業の順調さ（事業は順調に進んでいるか）

１．事業の進捗状況

○進捗率   用地は約９８％取得している。工事の進捗率は約４２％である。 

○残事業   未取得用地の早期更地化を目指し、折衝を進めている。 

現在、環状第８号線との交差部のトンネル工事などを進めているが、街路築造工事や電線共同溝工

事が残っている。 

２．一定期間を要した背景

○５年間未着工又は10年間継続等となった原因 

 現道のない新設道路の整備であり、地権者が多いことから土地の取得に時間を要している。 

○地元の理解・協力の状況 

 事業に関する理解は得られている。 

練馬区長から都知事宛に、早期整備に関する要望書が出されている。 

事業を取り巻く状況の変化（採択時の事業の必要性は変化しているか）

１．社会経済情勢の変化（有・無） 「有」の場合は変化の内容を、「無」の場合は現況を記載。

現況自動車交通量【環状第８号線】（道路交通センサスによる平日12時間交通量） 

平成１７年：１６，７２１台（練馬区平和台4-22）   ○平成１８年度に環状第８号線が全線開通し、交通量が 

平成２２年：２９，１５３台（練馬区平和台4-22）    大幅に増加している。 

平成２７年：２９，５２４台（練馬区平和台4-22）     

２．関連計画の変更（有・無） 「有」の場合は変更の内容を、「無」の場合は計画における当該事業の位置づけを記載。

本事業は、『都民ファーストでつくる「新しい東京」』において、「スマートシティ」交通・物流ネットワーク

の形成に位置付けられている。
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道路・街路事業再評価チェックリスト（２／３）      番号：街－１

事業の名称 東京都市計画道路放射第３５号線 

事業を取り巻く状況の変化（採択時の事業の必要性は変化しているか）

３．周辺施設の整備状況の変化（有・無） 「有」の場合は変化の内容を、「無」の場合は現況を記載。

周辺は、戸建住宅地である。

４．関連する他事業等の進捗状況の変化（有・無） 「有」の場合は変化の内容を、「無」の場合は現況を記載。

○練馬第二号平和台駅地下自転車駐車場の整備が進められている。 

○本区間の南側に接続する放射第３５・３６号線（板橋区小茂根四丁目～練馬区早宮二丁目、延長１．９７ｋｍ）

については、平成２３年度に事業着手し、用地を約６４％取得している。 

５．評価対象区間以外の当該路線の整備状況

○路線延長 約８．５ｋｍ 

  完成区間（概成含）： 約１．７ｋｍ、事業中区間：約３．９ｋｍ、未着手区間：２．９ｋｍ

事業の効果（事業の目的に対して十分な効果を発揮することができるか）

１．定性的効果

（該当番号を○で囲む） 

１ 交通渋滞の解消、２ 物資流動円滑化への寄与、３ 土地利用の転換・高度化、４ 都市景観の向上、５ バ

スの定時性、６ 交通事故の減少、７ 緊急車両の走行、８ 延焼遮断、９ 交通不便地域の解消、10  商業・産

業の活性化、11  バリアフリー化、12  公共施設へのアクセス向上、13  迂回交通の減少、  14  自転車や歩行者

のための空間確保、15  災害時の避難路の確保、16  消防活動困難地域の解消、      17  その他（     ）

（主な内容） 

本区間の整備により、国道１７号（新大宮バイパス）、国道２５４号（川越街道）、環状第８号線と一体となっ

た道路ネットワークを形成することによって、交通渋滞の緩和、生活道路への通過交通排除及び災害時における避

難・救護活動空間としての機能強化が図られる。 

２．定量的効果

Ｂ／Ｃ＝１．７               （前回再評価時 Ｂ／Ｃ ＝ １．７ ）

○便益（Ｂ）の算定（項目と金額） 

走行時間短縮便益    ６９０．１億円 

走行経費減少便益     ７２．７億円 

交通事故減少便益      ０．４億円 

現在価値化総便益額   ７６３．７億円 

○費用（Ｃ）の算定（項目と金額） 

現在価値化総便益額（平成２９年度基準） 

事業費        ４３２．８億円 

維持管理費       １１．７億円 

総額         ４４４．６億円 

評
価
と
理
由

評価の項目 評 価 当該評価を付した理由

事業の順調さ 

（事業は順調に進んで

いるか） 

Ｂ 
用地は約９８％取得しており、残る地権者との折衝も継続している。

環状第８号線との交差部のトンネル工事なども着実に進んでいる。 

Ａ：特に障害はなく、概ね順調に進んでいる。 

Ｂ：障害はあるが、解決の見込みがある。 

Ｃ：解決が非常に困難な障害がある。

事業を取り巻く状況 

の変化 

（採択時の事業の必要

性は変化しているか）

Ａ 
平成１８年度に環状第８号線が全線開通し、交通量が大幅に増加している。

交通の分散を図るためにも、本事業の必要性は高まっている。

Ａ：事業の必要性が高まった。 

Ｂ：事業の必要性は変化していない。 

Ｃ：事業の必要性が低下した。
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道路・街路事業再評価チェックリスト（３／３）      番号：街－１

事業の名称 東京都市計画道路放射第３５号線 

評
価
と
理
由

事業の効果 

（事業の目的に対して

十分な効果を発揮する

ことができるか）

Ａ 
本区間の整備により、交通渋滞の緩和、生活道路への通過交通の排除及び災

害時における避難・救護活動空間としての機能強化が図られ、十分な効果が期

待できる。

Ａ：事業の目的に対して、十分な効果が期待できる。  

Ｂ：事業の目的に対して、一定の効果が期待できる。  

Ｃ：事業の目的に対して、あまり効果が期待できない。

事業の進捗の見込みの視点（Ⅱ）

評 価 当該評価を付した理由

Ｂ 
用地は約９８％取得しており、残る地権者との折衝も継続しており、環状第８号線との交差部

のトンネル工事も着実に進んでいることから、事業を継続すべきである。

Ａ：概ね順調な進捗（実施）が見込まれる。 

Ｂ：課題はあるが、努力により進捗（実施）が見込まれる。 

Ｃ：解決困難な障害の発生（継続）により、進捗（実施）が困難である。

コスト縮減や代替案立案等の可能性の視点（Ⅲ）

コスト縮減や代替案立案等の可能性（有・無） 「有」の場合はその内容を、「無」の場合は理由を下欄に記載。

 ○技術の進展に伴う新工法の採用等による新たなコスト縮減の可能性 

 トンネル部は施工中であり、残る工事は一般的な街路築造工事等であるため、新工法を採用する可能性は低い 

○事業手法、施設規模等の見直しの可能性 

トンネル部は施工中であり、残る工事は一般的な街路築造工事等であるため、事業手法、施設規模等を見直す可

能性は低い。 

その他、日々の事業執行におけるコスト縮減等の取組み

 施工にあたっては、建設発生土の再利用や再生材の使用を行っている。 

評価の視点

（事業の必要性等に関する視点）（Ⅰ）

 継続すべきか否か（継続） 

本区間の整備により、交通渋滞の緩和、生活道路への通過交通の排除及び災害時における避難・救護活動空間として

の機能強化が図られることから、事業を継続すべきである。 

（事業の進捗の見込みの視点）（Ⅱ）

 継続すべきか否か（継続） 

用地は約９８％取得しており、残る地権者との折衝も継続している。また、トンネル工事も着実に進んでい

ることから、事業を継続すべきである。 

（コスト縮減や代替案立案等の可能性の視点）（Ⅲ）

 見直しの必要の有無（無） 

建設発生土の再利用や再生材の使用等のコスト縮減は図るが、代替案は作成しない。 

総合評価（中止時の影響、事後措置を含む）

本路線は、区部北西部の道路ネットワークを形成し、地域の防災性を高める重要な路線である。 

本区間の整備により、交通渋滞の緩和、生活道路への通過交通の排除及び災害時における避難・救護活動空間としての

機能強化が図られるなど、十分な効果が期待できる。 

 中止した場合、想定される整備効果が発現できないことだけでなく、これまでの投資に見合った効果も得られなくなる

以上のことから、事業者としての本事業は「継続」とする。 

対応方針（案） 継 続 ・ 中 止
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前回再評価と今回再々評価（第２回）の比較 番号 街－１ 

事業の名称 東京都市計画道路放射第３５号線  前回再評価
今回再々評価

（第２回）
前回と今回の比較

事業概要の比較 前回再評価
今回再々評価

（第２回）
前回と今回の比較

事業の進捗の見込みの

視点（Ⅱ） 

用地取得に向けて折衝

を重ねる必要がある案

件は残っているが、全

体の約９６％の用地を

取得していることから

、事業を継続すべきで

ある。

用地は約９８％取得

しており、残る地権者

との折衝も継続して

おり、トンネル本体の

工事も着実に進んで

いることから、事業を

継続すべきである。

未取得用地の早期更地化を目指し、折衝を進

めている。

環状第８号線との交差部のトンネル工事な

ど着実に進んでいる。 

全体事業費（百万円） 

内、用地費 

内、工事費

３２，３９８ 

２３，８９９ 

８，５００ 

３６，６７９ 

２４，０２７ 

１２，６５２

執行済額（執行率,%） 

内、用地分（執行率,%）

内、工事分（執行率,%）

*済額は百万円単位

２３，６７８ (７３％)

２２，６２１ (９５％)

 １，０５７ (１２％)

２８，８６５ (７９％)

２３，４９３ (９８％)

 ５，３７１ (４２％)

未取得用地の早期更地化を目指し、折衝

を進めている。

環状第８号線との交差部のトンネル工

事など着実に進んでいる。 
コスト縮減や代替案立案

等の可能性の視点（Ⅲ） 

建設発生土の再利用や

再生材の使用などのコ

スト縮減は図るが、代

替案は立案しない。 

建設発生土の再利用や

再生材の使用などのコ

スト縮減は図るが、代

替案は立案しない。 

トンネル部は施工中であり、残る工事は一般的な

街路築造工事等であるため、新工法を採用する可

能性は低い。
用地取得予定面積,㎡ 

既取得面積,㎡ 

用地取得率,%

４５，７２１ｍ2

４３，８０７ｍ2

９６％

４５，７２１㎡ 

４４，７６６㎡ 

９８％

事業期間
平成１６年１２月～

平成３１年３月

平成１６年１２月～

平成３３年３月
用地取得に時間を要している。 

総合評価 

交通渋滞の緩和、周辺

生活道路への通過交通

排除、防災活動空間と

しての機能強化等、十

分な整備効果が高いこ

とから、事業の継続が

必要である。 

（継続・中止） 

交通渋滞の緩和、生活

道路への通過交通の排

除及び災害時における

避難・救護活動空間と

しての機能強化等、整

備効果が高いことから

事業の継続が必要であ

る。 

（継続・中止）

本区間の整備により、交通渋滞の緩和、生活道路

への通過交通の排除及び災害時における避難・救

護活動空間としての機能強化が図られるなど十

分な整備効果が期待できる。 

事業規模等
Ｗ＝４０～５０ｍ 

Ｌ＝１，３３０ｍ

Ｗ＝４０～５０ｍ 

Ｌ＝１，３３０ｍ

（その他）

評価主体のコメント

本路線は、区部北西部の道路ネットワークを形成し、地域の防災性を高める重要な路線である。

本区間の整備により、交通渋滞の緩和、周辺生活道路への通過交通排除、防災活動空間としての

機能強化、及び環境施設帯による沿道環境保全が図られるなど、十分な効果が期待できる。

 以上のことから、引続き事業を着実に推進していく必要がある。 

事業の必要性等に関す 

る視点（Ⅰ）
前回再評価

今回再々評価

（第２回）
前回と今回の比較

・事業の順調さ 

・事業を取り巻く状況の

変化 

・事業の効果

・用地は９６％取得し

ており、工事は１２％

を執行している。 

・交通渋滞の緩和、通

過交通排除、防災性の

向上、安全で快適な歩

行者や自転車の通行空

間の確保。

・用地は９８％取得し

ており、工事は４２％

を執行している。 

・交通渋滞の緩和、生

活道路への通過交通の

排除及び災害時におけ

る避難・救護活動空間

としての機能強化。 

本路線の必要性は高まっている。

前回付議時の委員会の

指摘事項等 特に無し。 

定量的効果（Ｂ／Ｃ） 
１.７ １．７  

前回再評価年度 平成２５年度 付議委員会 平成２５年度 第１回事業評価委員会
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道路・街路事業再評価チェックリスト（１／３）      番号：街－２

事業の名称
東京都市計画道路 

補助第２３０号線 
実施主体 東京都 評価該当要件

１０年間継続 

（再評価） 

事業所管部署 道路建設部 街路課

都市計画決定（当初） 昭和４１年    ７月 

都市計画変更（最新）     年     月

事業認可年度（当初） 平成２１年度 

事業認可年度（最新） 平成２８年度

事業箇所 練馬区大泉町三丁目～同区土支田三丁目 評価対象区間延長   ８５０ｍ

事業期間 平成２１年 ７月 ～ 平成３４年 ３月

事業目的

補助第２３０号線は、練馬区関町南四丁目から光が丘三丁目に至る延長約１０．４ｋｍの都市計画道

路であり、区部北西部の道路ネットワークを形成する重要な路線である。 

本事業は、練馬区大泉町三丁目（外環）から同区土支田三丁目（土支田通り）に至る延長約８５０ｍ

の区間について、幅員１８ｍの道路を新設するものである。 

 本区間の整備により、細街路の通過交通が減少するとともに、避難場所である光が丘団地・光が丘公

園一帯へのアクセスが向上するなど、地域の防災性が向上する。また、歩道の整備や電線類の地中化を

行うことで、快適で安全な歩行空間が創出される。 

用 地 費 工 事 費 合  計

全体事業費      ４,９１８百万円       １，６５２百万円       ６，５７０百万円

執行済額 

（執行率） 

平成２９年度末

     ３,５５７百万円 

         （７２％） 

       ２１０百万円 

        （１３％）

     ３，７６７百万円 

          （５７％）

用地取得率 

平成２９年度末

取得予定面積（Ａ） 既取得面積（Ｂ） 用地取得率（Ｂ／Ａ）

   ８,４００㎡ ７,３５７㎡          ８８％

事業の必要性等に関する視点（Ｉ）

 事業の順調さ（事業は順調に進んでいるか）

１．事業の進捗状況

○進捗率   用地は約８８％取得している。工事の進捗率は約１３％である。 

○残事業   未取得用地の早期更地化を目指し、折衝を進めている。 

       現在、一部の区間で排水管設置工事や電線共同溝設置工事を実施している。約３００ｍの区間につ

いては工事に着手していない。 

２．一定期間を要した背景

○５年間未着工又は10年間継続等となった原因 

 現道のない新設道路の整備であり、地権者が多いことから土地の取得に時間を要している。さらに、起伏がある

地形であるため、民有地に擁壁等を設置する必要があり、地元との協議に時間を要している。 

○地元の理解・協力の状況 

 事業に対する理解は得られている。 

事業を取り巻く状況の変化（採択時の事業の必要性は変化しているか）

１．社会経済情勢の変化（有・無） 「有」の場合は変化の内容を、「無」の場合は現況を記載。

現況自動車交通量【一般都道東京朝霞線】（道路交通センサスによる平日12時間交通量） 

平成２２年：５，３９０台（練馬区大泉町3-25-4）  ○本路線と並行する路線の交通量は、やや減少している。 

平成２７年：５，００６台（練馬区大泉町3-25-4）    

２．関連計画の変更（有・無） 「有」の場合は変更の内容を、「無」の場合は計画における当該事業の位置づけを記載。

本事業は、『都民ファーストでつくる「新しい東京」』において、「スマートシティ」交通・物流ネットワーク

の形成に位置付けられている。
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道路・街路事業再評価チェックリスト（２／３）      番号：街－２

事業の名称 東京都市計画道路補助第２３０号線 

事業を取り巻く状況の変化（採択時の事業の必要性は変化しているか）

３．周辺施設の整備状況の変化（有・無） 「有」の場合は変化の内容を、「無」の場合は現況を記載。

周辺には、戸建住宅や畑等がある。

４．関連する他事業等の進捗状況の変化（有・無） 「有」の場合は変化の内容を、「無」の場合は現況を記載。

本区間の西側区間（外環から大泉学園通りまでの延長約１．３ｋｍ）は、平成２２年度に事業着手しており、用

地を約４９％取得している。また、東側区間（土支田通りから笹目通りまでの延長約０．９ｋｍ）については平成

２５年度に開通している。

５．評価対象区間以外の当該路線の整備状況

○路線延長 約１０．４ｋｍ 

  完成区間（概成含） 約１．９ｋｍ  事業中区間 約２．１ｋｍ  未着手区間 約６．４ｋｍ

事業の効果（事業の目的に対して十分な効果を発揮することができるか）

１．定性的効果

（該当番号を○で囲む） 

１ 交通渋滞の解消、２ 物資流動円滑化への寄与、３ 土地利用の転換・高度化、４ 都市景観の向上、５ バ

スの定時性、６ 交通事故の減少、７ 緊急車両の走行、８ 延焼遮断、９ 交通不便地域の解消、10  商業・産

業の活性化、11  バリアフリー化、12  公共施設へのアクセス向上、13  迂回交通の減少、  14  自転車や歩行者

のための空間確保、15  災害時の避難路の確保、16  消防活動困難地域の解消、17  その他（       ） 

（主な内容） 

本区間の整備により、細街路の通過交通が減少するとともに、避難場所へのアクセスが向上するなど、地域の防

災性が向上する。また、歩道の整備や電線類の地中化を行うことで、快適で安全な歩行空間が創出される。 

２．定量的効果

Ｂ／Ｃ＝２．２                                                   

○便益（Ｂ）の算定（項目と金額） 

走行時間短縮便益    １２２．７億円 

 走行経費減少便益     ３０．８億円 

 交通事故減少便益      ７．５億円 

 現在価値化総便益額   １６１．０億円 

○費用（Ｃ）の算定（項目と金額） 

現在価値化総便益額（平成２９年度基準） 

 事業費            ６８．８億円 

 維持管理費           ３．３億円 

 総額                ７２．１億円 

評
価
と
理
由

評価の項目 評 価 当該評価を付した理由

事業の順調さ 

（事業は順調に進んで

いるか） 

Ａ 
用地は約８８％取得しており、残る地権者との折衝も継続している。 

工事も着実に進めている。 

Ａ：特に障害はなく、概ね順調に進んでいる。 

Ｂ：障害はあるが、解決の見込みがある。 

Ｃ：解決が非常に困難な障害がある。

事業を取り巻く状況 

の変化 

（採択時の事業の必要

性は変化しているか）

Ａ 
本路線の東側区間が開通しており、これに繋がる本区間の必要性は高まってい

る。 

Ａ：事業の必要性が高まった。 

Ｂ：事業の必要性は変化していない。 

Ｃ：事業の必要性が低下した。
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道路・街路事業再評価チェックリスト（３／３）      番号：街－２

事業の名称 東京都市計画道路補助第２３０号線 

評
価
と
理
由

事業の効果 

（事業の目的に対して

十分な効果を発揮する

ことができるか）

Ａ 

本路線は、区部北西部の道路ネットワークを形成する重要な路線である。本

区間の整備により、細街路の通過交通が減少するとともに、避難場所へのアク

セスが向上するなど、地域の防災性が向上する。また、歩道の整備や電線類の

地中化を行うことで、快適で安全な歩行空間が創出される。

Ａ：事業の目的に対して、十分な効果が期待できる。  

Ｂ：事業の目的に対して、一定の効果が期待できる。  

Ｃ：事業の目的に対して、あまり効果が期待できない。

事業の進捗の見込みの視点（Ⅱ）

評 価 当該評価を付した理由

Ａ 
用地は約８８％取得しており、残る地権者との折衝も継続している。 

工事も着実に進めている。

Ａ：概ね順調な進捗（実施）が見込まれる。 

Ｂ：課題はあるが、努力により進捗（実施）が見込まれる。 

Ｃ：解決困難な障害の発生（継続）により、進捗（実施）が困難である。

コスト縮減や代替案立案等の可能性の視点（Ⅲ）

コスト縮減や代替案立案等の可能性（有・無） 「有」の場合はその内容を、「無」の場合は理由を下欄に記載。

 ○技術の進展に伴う新工法の採用等による新たなコスト縮減の可能性 

白子川との交差部に橋梁を架ける予定である。この橋梁についてはコストにも配慮し、形式を選定する。 

○事業手法、施設規模等の見直しの可能性 

一般的な街路築造工事であるため、事業手法や施設規模等を見直す可能性は低い。 

その他、日々の事業執行におけるコスト縮減等の取組み

 施工にあたっては、建設発生土の再利用や再生材の使用を行っている。 

評価の視点

（事業の必要性等に関する視点）（Ⅰ）

 継続すべきか否か（継続） 

本路線は、区部北西部の道路ネットワークを形成する重要な路線である。本区間の整備により、通過交通の減少、避

難場所へのアクセスが向上するなど地域の防災性が向上し、快適で安全な歩行空間が創出されることから、事業を継続

すべきである。 

（事業の進捗の見込みの視点）（Ⅱ）

 継続すべきか否か（継続） 

用地は約８８％が取得済みで、残る地権者との折衝も継続しており、工事も着実に進めていることから事業を継続す

べきである。 

（コスト縮減や代替案立案等の可能性の視点）（Ⅲ）

 見直しの必要の有無（無） 

白子川に架ける橋梁についてはコストにも配慮し、形式を選定する。 

総合評価（中止時の影響、事後措置を含む）

本路線は、区部北西部の道路ネットワークを形成する重要な路線である。 

本区間の整備により、細街路の通過交通が減少するとともに、避難場所へのアクセスが向上し、地域の防災性が向上す

る。また、歩道の整備や電線類の地中化を行うことで、快適で安全な歩行空間が創出されるなど、十分な整備効果が期待

できる。 

 中止した場合、上記の整備効果が発現できないことだけでなく、これまでの投資に見合った効果も得られなくなる。 

以上のことから、事業者としての本事業は「継続」とする。 

対応方針（案） 継 続 ・ 中 止
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道路・街路事業再評価チェックリスト（１／３）      番号：街－３

事業の名称
東京都市計画道路 

補助第２６号線 
実施主体 東京都（建設局） 評価該当要件

５年間継続 

（再々評価）３回目

事業所管部署 道路建設部 街路課

都市計画決定（当初） 昭和２１年    ４月 

都市計画変更（最新）     年     月
事業認可年度（当初）      平成 ３年度 

事業認可年度（最新）      平成２６年度

事業箇所 品川区二葉一丁目～同区豊町二丁目 評価対象区間延長   ６６５ｍ

事業期間 平成 ４年 １月 ～ 平成３１年 ３月

事業目的

補助第２６号線は、品川区東大井一丁目から、目黒区、世田谷区、中野区、豊島区を経て板橋

区氷川町に至る延長約２２．４㎞の都市計画道路であり、環状第６号線（山手通り）と環状第７

号線間の環状機能を補完し、都市の骨格を形成する重要な路線である。

本事業は、品川区二葉一丁目から同区豊町二丁目に至る延長約６６５ｍについて、幅員２０から

２８ｍの道路を新設するものである。 

本区間は、ＪＲ横須賀線、東海道新幹線及び東急大井町線と立体交差し、都立大崎高校のグラ

ウンド下を通り完成区間と接続する。 

本区間の整備により、区部南部の道路ネットワークが強化されるとともに、駅へのアクセスが

向上する。また、歩道の整備や電線類の地中化を行うことで、快適で安全な歩行空間が創出され

る。 

用 地 費 工 事 費 合  計

全体事業費 ８，８５８百万円        １０，６７７百万円         １９，５３５百万円

執行済額 

（執行率） 

平成２９年度末

      ８，８１４百万円

          （９９％）

       ８，９３５百万円

          （８４％）

         １７，７４９百万円 

              （９１％）

用地取得率 

平成２９年度末

取得予定面積（Ａ） 既取得面積（Ｂ） 用地取得率（Ｂ／Ａ）

８，１７２㎡ ８，１０８㎡ ９９％

事業の必要性等に関する視点（Ｉ）

 事業の順調さ（事業は順調に進んでいるか）

１．事業の進捗状況

○進捗率   用地は約９９％取得している。工事の進捗率は約８４％である。 

○残事業   未取得用地については地権者と協議を進めている。 

鉄道との交差部のトンネル工事などは概ね終わっているが、人道橋工事や街路築造工事などが残っ

ている。 

２．一定期間を要した背景

○５年間未着工又は10年間継続等となった原因 

ＪＲ交差部の施工にあたり、ＪＲ東海道新幹線及び横須賀線との交差部の構造等に関する検討や、工事に時

間を要したため。

○地元の理解・協力の状況 

  事業に対する理解は得られている。 

事業を取り巻く状況の変化（採択時の事業の必要性は変化しているか）

１．社会経済情勢の変化（有・無） 「有」の場合は変化の内容を、「無」の場合は現況を記載。

現況自動車交通量【特例都道鮫洲大山線】（道路交通センサスによる平日１２時間交通量） 

平成２２年度７,７３５台（目黒区目黒本町5-1-3） ○本路線周辺の交通量はやや増加している。 

平成２７年度８,０９８台（目黒区目黒本町5-1-3）                            

２．関連計画の変更（有・無） 「有」の場合は変更の内容を、「無」の場合は計画における当該事業の位置づけを記載。

本事業は、『都民ファーストでつくる「新しい東京」』において、「スマートシティ」交通・物流ネットワーク

の形成に位置付けられている。
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道路・街路事業再評価チェックリスト（２／３）      番号：街－３

事業の名称 東京都市計画道路 補助第２６号線 

事業を取り巻く状況の変化（採択時の事業の必要性は変化しているか）

３．周辺施設の整備状況の変化（有・無） 「有」の場合は変化の内容を、「無」の場合は現況を記載。

周辺には、戸建住宅やマンション、学校、公園等がある。

４．関連する他事業等の進捗状況の変化（有・無） 「有」の場合は変化の内容を、「無」の場合は現況を記載。

本区間の西側にある補助第２９号線（約３．５ｋｍ）については、「木密地域不燃化１０年プロジェクト」にお

ける｢特定整備路線」として選定されており、平成２６年度に事業着手した。

５．評価対象区間以外の当該路線の整備状況

路線延長 約２２．４ｋｍ 

完成区間(概成含)：約１６．７ｋｍ、事業中区間：約４．５ｋｍ、未着手区間：約１．２ｋｍ 

事業の効果（事業の目的に対して十分な効果を発揮することができるか）

１．定性的効果

（該当番号を○で囲む） 

１ 交通渋滞の解消、２ 物資流動円滑化への寄与、３ 土地利用の転換・高度化、４ 都市景観の向上、５ バ

スの定時性、６ 交通事故の減少、７ 緊急車両の走行、８ 延焼遮断、９ 交通不便地域の解消、10  商業・産

業の活性化、11  バリアフリー化、12  公共施設へのアクセス向上、13  迂回交通の減少、  14  自転車や歩行者

のための空間確保、15  災害時の避難路の確保、16  消防活動困難地域の解消、      17  その他（      ）

（主な内容） 

本区間の整備により、区部南部の道路ネットワークが強化されるとともに、駅へのアクセスが向上する。

また、歩道の整備や電線類の地中化を行うことで、快適で安全な歩行空間が創出される。

２．定量的効果

Ｂ／Ｃ＝ １．５                                 （前回再々評価時Ｂ／Ｃ＝ １．６ ）

○便益（Ｂ）の算定（項目と金額） 

走行時間短縮便益    ３８８．５億円 

走行経費減少便益      ９２．５億円 

交通事故減少便益     ２５．１億円 

現在価値化総便益額   ５０６．１億円 

○費用（Ｃ）の算定（項目と金額） 

現在価値化総便益額（平成２９年度基準） 

事業費        ３３２．１億円 

維持管理費         ４．０億円 

総額             ３３６．０億円 

評
価
と
理
由

評価の項目 評 価 当該評価を付した理由

事業の順調さ 

（事業は順調に進んで

いるか） 

Ａ 
用地は約９９％取得しており、残る地権者と協議を進めている。 

鉄道との交差部のトンネル工事なども概ね終わっている。 

Ａ：特に障害はなく、概ね順調に進んでいる。 

Ｂ：障害はあるが、解決の見込みがある。 

Ｃ：解決が非常に困難な障害がある。

事業を取り巻く状況 

の変化 

（採択時の事業の必要

性は変化しているか）

Ａ 
本路線に近接する木造住宅密集地域の都市計画道路が事業化している。 

この道路と一体的に整備することで、更なる防災性の向上が図られること

から必要性は高まっている。

Ａ：事業の必要性が高まった。 

Ｂ：事業の必要性は変化していない。 

Ｃ：事業の必要性が低下した。
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道路・街路事業再評価チェックリスト（３／３）      番号：街－３

事業の名称 東京都市計画道路 補助第２６号線 

評
価
と
理
由

事業の効果 

（事業の目的に対して

十分な効果を発揮する

ことができるか）

Ａ 
本区間の整備により、区部南部の道路ネットワークが強化されるととも

に、駅へのアクセスが向上する。また、歩道の整備や電線類の地中化を行

うことで、快適で安全な歩行空間が創出される。

Ａ：事業の目的に対して、十分な効果が期待できる。  

Ｂ：事業の目的に対して、一定の効果が期待できる。  

Ｃ：事業の目的に対して、あまり効果が期待できない。

事業の進捗の見込みの視点（Ⅱ）

評 価 当該評価を付した理由

Ａ 
用地は約９９％取得しており、未取得用地については地権者と協議を進めている。 

鉄道との交差部のトンネル工事なども概ね終わっていることから、事業を継続すべきである。

Ａ：概ね順調な進捗（実施）が見込まれる。 

Ｂ：課題はあるが、努力により進捗（実施）が見込まれる。 

Ｃ：解決困難な障害の発生（継続）により、進捗（実施）が困難である。

コスト縮減や代替案立案等の可能性の視点（Ⅲ）

コスト縮減や代替案立案等の可能性（有・無） 「有」の場合はその内容を、「無」の場合は理由を下欄に記載。

 ○技術の進展に伴う新工法の採用等による新たなコスト縮減の可能性 

トンネルなどの構造物の工事は概ね終わっており、残る工事は一般的な街路築造工事及び電線共同溝工事である

ため、新工法を採用する可能性は低い。 

○事業手法、施設規模等の見直しの可能性 

トンネルなどの構造物の工事は概ね終わっており、残る工事は一般的な街路築造工事及び電線共同溝工事である

ため、事業手法、施設規模等の見直しの可能性は低い。 

その他、日々の事業執行におけるコスト縮減等の取組み

施工にあたっては、建設発生土の再利用や再生材の使用を行っている。 

評価の視点

（事業の必要性等に関する視点）(Ⅰ)

 継続すべきか否か（ 継続 ） 

本区間の整備により、区部南部の道路ネットワークが強化されるとともに、駅へのアクセスが向上する。ま

た、歩道の整備や電線類の地中化を行うことで、快適で安全な歩行空間が創出されることから、事業を継続すべ

きである。 

（事業の進捗の見込みの視点）(Ⅱ)

 継続すべきか否か（ 継続 ） 

  用地の取得も１件を残すのみとなっており、工事の着実な進捗が見込まれることから、継続すべきである。 

（コスト縮減や代替案立案等の可能性の視点）(Ⅲ)

  見直しの必要の有無（ 無  ） 

建設発生土の再利用や再生材の使用等のコスト縮減は図るが、代替案は立案しない。 

総合評価（中止時の影響、事後措置を含む）

本路線は、環状第６号線（山手通り）と環状第７号線間の環状機能を補完し、都市の骨格を形成する重要な路線で

ある。

本区間の整備により、区部南部の道路ネットワークが強化されるとともに、駅へのアクセスが向上する。また、

歩道の整備や電線類の地中化を行うことで、快適で安全な歩行空間が創出されるなど、十分な整備効果が期待でき 

る。 

 中止した場合は、上記の整備効果を発現できないだけでなく、これまでの投資に見合った効果も得られなくなる。 

 以上のことから、事業者として本事業は、「継続」とする。 

対応方針（案） 継 続 ・ 中 止
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前回再々評価（第２回）と今回再々評価（第３回）の比較 番号 街－３ 

事業の名称 東京都市計画道路補助第２６号線  
前回再々評価

（２回目）

今回再々評価

（３回目）
前回と今回の比較

事業概要の比較
前回再々評価

（２回目）

今回再々評価

（３回目）
前回と今回の比較

事業の進捗の見込みの

視点（Ⅱ） 

すでに大半の用地を取

得しており、工事につ

いても、残るＪＲ交差

部工事に着手しており

、着実な進捗が見込ま

れる。

すでに大半の用地を

取得しており、工事に

ついても、ＪＲ交差部

工事が完了し、着実な

進捗が見込まれる。

未取得用地については地権者と協議を進めてい 

る。 

鉄道との交差部のトンネル工事なども概ね終わ

っていることから、事業を継続すべきである。

全体事業費（百万円） 

内、用地費 

内、工事費

１８，９３４ 

８，８５８ 

１０，０７６

１９，５３４ 

８，８５８ 

１０，６７７

執行済額（執行率,%） 

内、用地分（執行率,%）

内、工事分（執行率,%）

*済額は百万円単位

１４，９１６(７９％)

８，８１４（９９％）

６，１０２（６１％）

１７，７４９(９１％)

８，８１４（９９％）

８，９３５（８４％）

未取得用地については地権者と協議を 

進めている。 

鉄道との交差部のトンネル工事などは概

ね終わっている。 
コスト縮減や代替案立案

等の可能性の視点（Ⅲ） 

施工にあたっては、建

設発生土の再利用や再

生材の使用を行ってい

る。ＪＲ交差部の工事

に現在着手しており、

今後新工法等を採用す

る可能性は低い。 

施工にあたっては、建

設発生土の再利用や

再生材の使用を行っ

ている。ＪＲ交差部工

事が完了し、今後新工

法等を採用する可能

性は低い。 

トンネルなどの構造物の工事は概ね終わってお

り、残る工事は一般的な街路築造工事及び電線共

同溝工事であるため、新工法を採用する可能性は

低い。 

用地取得予定面積,㎡ 

既取得面積,㎡ 

用地取得率,%

８，１７２ｍ2

８，１０８ｍ2

９９％

８，１７２ｍ2

８，１０８ｍ2

９９％

事業期間
平成３年度～ 

平成３０年度

平成３年度～ 

平成３０年度

総合評価 

交通渋滞の緩和、防災

性の向上、安全で快適

な歩行空間の確保等、

整備効果が高いことか

ら、事業の継続が必要

である。 

（継続・中止） 

交通渋滞の緩和、防災

性の向上、安全で快適

な歩行空間の確保等、

整備効果が高いこと

から、事業の継続が必

要である。 

（継続・中止）

本区間の整備により、区部南部の道路ネット

ワークが強化されるとともに、駅へのアクセス

が向上する。また、歩道の整備や電線類の地中

化を行うことで、快適で安全な歩行空間が創出

されるなど、十分な整備効果が期待できる。 

事業規模等
Ｗ＝２０～２８ｍ 

Ｌ＝６６５ｍ

Ｗ＝２０～２８ｍ 

Ｌ＝６６５ｍ

（その他）

評価主体のコメント 

本路線は、環状第６号線（山手通り）と環状第７号線間の環状機能を補完し、都市の骨格を

形成する重要な路線である。

本区間の整備により、区部南部の道路ネットワークが強化されるとともに、駅へのアクセ

スが向上する。また、歩道の整備や電線類の地中化を行うことで、快適で安全な歩行空間が

創出されるなど、十分な整備効果が期待できる。 

 以上のことから、引続き事業を着実に推進していく必要がある。 

事業の必要性等に関す 

る視点（Ⅰ）
前回再々評価時 今回再々評価 前回と今回の比較

・事業の順調さ 

・事業を取り巻く状況の

変化 

・事業の効果

・用地は９９％取得し

ており、工事は６１％

を執行している。 

・交通渋滞の緩和、防

災性の向上、安全で快

適な歩行者や自転車の

通行空間の確保。 

・都民の防災に対する

関心は高まっている。

・用地は９９％取得し

ており、工事も８４％

を執行している。 

・交通渋滞の緩和、防

災性の向上、安全で快

適な歩行者や自転車の

通行空間の確保。 

・都民の防災に対する

関心は高まっている。 

本路線の必要性は高まっている。

前回付議時の委員会の

指摘事項等 特に無し。 

定量的効果（Ｂ／Ｃ） 
１．６ １．５  

前回再々評価年度 平成２５年度 付議委員会 平成２５年度 第２回事業評価委員会
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    河川事業再評価チェックリスト（１／３）番号： 河－１    

事業の名称 神田川整備事業 実施主体 東京都(建設局) 評価該当要件
5年間継続 

（再々評価）2回目 

事業所管部所 河川 部     改修課・計画課

全体計画 平成２７年度取得（変更）

都市計画決定（当初） 昭和２２年  １１月 

都市計画変更（最新） 昭和４５年  １２月

事業認可年度（当初）１６年度：期間１６年度～２０年度 

事業認可年度（最新）２５年度：期間１６年度～３０年度 

事業区間 中野区本町五丁目～同区弥生町二丁目 評価対象区間延長  約５４０ｍ

事業目的
神田川流域で発生する水害を軽減・防止し、都民の生命と財産を守るため、１時間５０ミリの降雨に

対応する護岸整備を行うとともに、あわせて人々が憩える川づくりを行うものである。 

 用 地 費 工 事 費 合  計

全体事業費 ３，４７７ 百万円 ６，３９５ 百万円 ９，８７２ 百万円

執行済額 

（執行率） 

平成２９年度末 

２,８１４ 百万円 

（８１％）

４，１７１ 百万円 

（６５％） 

６,９８５ 百万円 

（７１％）

用地取得率 

平成３０年３月現在 

取得予定面積（Ａ） 既取得面積（Ｂ） 用地取得率（Ｂ／Ａ）

１,９０２㎡ １，５２４㎡ ８０％

事業の必要性等に関する視点 (Ⅰ)

事業の順調さ（事業は順調に進んでいるか）

１．事業の進捗状況

○進捗率 

・用地取得については、平成16年度に着手し、平成29年度末までの取得率は80％である。 

・工事については、平成17年度に着手し、平成29年度末までに全体延長540ｍのうち整備済み延長が392ｍであり、整

備率は約73％である。（30年度に護岸20ｍ、橋梁1橋を整備予定で、30年度末で整備率約76％となる見込みである

） 

○残事業   用地取得 378㎡  護岸整備 148ｍ  橋梁架け替え 2橋 

○その他   事業期間 平成16年度～平成35年度（平成30年度中に期間延伸予定） 

２．一定期間を要した背景

○5年間継続等となった理由 

・事業にご協力いただけていない権利者との用地折衝が難航している。また、当該区間には区分所有マンションや賃貸

マンションがあり、関係権利者数が多いことから用地折衝に時間を要している。 

・当該区間は住宅密集地であり、現場が狭隘なため、搬入路が限られている。上流側（寿橋）からの搬入については

用地取得が難航しており使用ができず、現在は下流からの搬入に限定されていることから事業の遅れる原因となって

いる。 

○地元の理解・協力の状況 

・当該区間は過去に甚大な溢水被害があり、工事の必要性については、周辺住民も十分理解している。 

事業を取り巻く状況（採択時の事業の必要性は変化しているか）

 １．過去の災害実績

年度 浸水回数 浸水面積合計 床上浸水 床下浸水 被害額 その他の被害

H13～H16 11回     16.94 Ha 367 棟 173 棟 5,066 百万円 地下空間（ 8,945 m2） 

H17～H20 12回     17.90 Ha 566 棟 162 棟 8,579 百万円 地下空間（14,473 m2） 

H21～H24 7回      1.89 Ha 120 棟 41 棟 2,356 百万円 地下空間（ 1,067 m2） 

H25～H28 14回      8.95 Ha   304 棟   139 棟 3,591 百万円 地下空間（ 6,556 m2） 
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 河川事業再評価チェックリスト（２／３）番号： 河－１    

事業の名称 神田川整備事業 

事業を取り巻く状況（採択時の事業の必要性は変化しているか）

 ２．水害を巡る訴訟等の有無（都が被告となったもの）（有・無） 「有」の場合はその概要を下欄に記載。

３．災害発生の危険性

神田川流域内では、集中豪雨などによる都市型水害が発生しているとともに、地下鉄など地下空間利用の高度化に

より被害拡大の危険性が増している。 

平成17年9月と平成26年7月の集中豪雨などにより浸水被害が発生しており、平成17年には場所によっては時間最大1

00ミリ以上の降雨を記録するなど、都市型水害の危険性は高まっている。 

４．関連計画の変更（有・無） 「有」の場合は変更の内容を、「無」の場合は計画における当該事業の位置づけを記載 

当該事業区間の計画は、採択時（平成16年度）は「神田川改良工事の全体計画」を根拠としていたが、現在（平成2

2年11月以降）は、「荒川水系神田川流域河川整備計画」に変更している。なお、平成28年3月に河川整備計画を改定

している。 

５．周辺地域の変化（有・無） 「有」の場合は変化の内容を、「無」の場合は現況を記載

本事業区域は、護岸際まで住宅などが密集した地域となっている。 

事業の効果（事業の目的に対して十分な効果を発揮することができるか）

１．定性的効果

（該当番号を○で囲む） 

1 治水機能の向上   ２ 親水機能の向上   3 環境改善効果   ４ その他（       ） 

（主な内容）  

・本事業区間では、現況流下能力が計画流量の6割程度となっている箇所もあるため、計画規模の護岸改修を行い治水

安全度を向上させる。それにより、浸水被害の軽減が図れるとともに、上流部の護岸整備の促進が可能となる。 

・整備によって管理用通路に植栽帯を設けるなど、良好な河川空間が創出される。 

２．定量的効果  

Ｂ／Ｃ＝   ５．８                     （前回再評価時 Ｂ／Ｃ＝ ９．５ ） 

○便益（Ｂ）の算定（項目と金額） 

 この整備を実施することで、約7ｈａの氾濫を防

止できる。これにより家屋、家庭用品、事業系資産

等の一般資産や道路、橋梁等の公共土木施設などに

ついて、事業開始から施設完成後50年間に、約758

億円の便益が生じる。            

○費用（Ｃ）の算定（項目と金額） 

 事業開始から施設完成後50年間にかかる費用の総額は、約

130億円となる。 

（内訳） 

工事費＝約76億円、用地補償費＝約40億円 

維持管理費＝約14億円 

評価の項目 評 価 当該評価を付した理由

評 

価 

と

理

由 

事業の順調さ 

（事業は順調に進んで

いるか） 

Ｂ 

前回評価以降も用地取得を進め、取得率は47％から80％まで進捗してきたが、

地権者との交渉が難航している画地があり、引き続き、解決に向けて鋭意交渉を

進めていく。 

Ａ：特に障害はなく、概ね順調に進んでいる。 

Ｂ：障害はあるが、解決の見込みがある。 

Ｃ：解決が非常に困難な障害がある。    

事業を取り巻く状況 

の変化 

（採択時の事業の必要

性は変化しているか）

Ａ 

本事業区間では、近年、局地的な集中豪雨が多発し、平成１７年度の溢水のほ

か、浸水被害が絶えず発生していることから、本事業の必要性はより高まってい

る。 

 Ａ：事業の必要性が高まった。 

Ｂ：事業の必要性は変化していない。 

Ｃ：事業の必要性が低下した。
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 河川事業再評価チェックリスト（３／３）番号： 河－１   

事業の名称 神田川整備事業 

事業の効果 

（事業の目的に対して

十分な効果を発揮する

ことができるか）

Ａ 
本事業の完了により、集中豪雨による水害を軽減することができるとともに

上流部の護岸整備の促進が可能となるなど、神田川流域全体の安全性の向上に

寄与できる。 

Ａ：事業の目的に対して、十分な効果が期待できる。  

Ｂ：事業の目的に対して、一定の効果が期待できる。  

Ｃ：事業の目的に対して、あまり効果が期待できない。

事業の進捗の見込みの視点 (Ⅱ)

評 価 当該評価を付した理由

Ｂ 

事業へのご協力をいただけず難航している権利者との用地折衝においては、事業の必要性、水害の危険

性を十分に説明し、早期の用地取得に向けて調整を進めていく。用地取得が完了次第、順次、護岸改修工

事を進めることができるため、進捗が見込まれる。 

Ａ：概ね順調な進捗（実施）が見込まれる 

Ｂ：課題はあるが、努力により進捗（実施）が見込まれる。 

Ｃ：解決困難な障害の発生（継続）により、進捗（実施）が困難である。 

コスト縮減や代替案立案等の可能性（有・無） 

コスト縮減や代替案立案等の可能性の視点  (Ⅲ) 「有」の場合はその内容を、「無」の場合は理由を下欄に記載。

○技術の進展に伴う新工法の採用等による新たなコスト縮減の可能性 

 特になし 

○事業手法、施設規模等の見直しの可能性 

 本事業は、河道流下能力の向上によって治水効果を発揮させるものであり、これまでの整備状況や周辺地域の開発現

状を勘案すると、現計画に基づく事業執行が重要である。 

その他、日々の事業執行におけるコスト縮減等の取組み

 神田川の護岸改修工事については、これまでもコスト縮減に努めてきたが、掘削土の流用、仮設桟橋に使用する鋼材を

次期工事に転用するなど、今後もコスト縮減に努めていく。 

 評価の視点 

 事業の必要性等に関する視点）(Ⅰ) 

 継続すべきか否か（ 継続 ） 

・近年も局地的な集中豪雨等により水害が発生しており、都市型水害対策として治水効果が大きい本事業の必要性は依然

として高い。 

 事業の進捗の見込みの視点）(Ⅱ) 

 継続すべきか否か（ 継続 ） 

・事業の重要性を理解していただくよう、地権者と交渉を進めていく。 

 コスト縮減や代替案立案等の可能性の視点）(Ⅲ) 

 見直しの必要の有無（ 無 ） 

・本事業は河道流下能力の向上によって治水効果を発揮させるものであり、現計画に基づく事業執行が重要である。

 総合評価（中止時の影響、事後措置を含む）

 近年、局地的な集中豪雨等が多発し、神田川では絶えず水害が発生していることから、都市型水害の危険性は依然とし

て高く、水害から都民の生命と財産を守るためにも本事業は必要不可欠な事業である。 

 本事業区間の護岸改修完了により、当該事業区間付近で発生する水害を軽減できるとともに、未改修となっている上流

区間の護岸改修の促進が可能となるなど、神田川流域全体の安全性の向上に寄与できる。 

対応方針（案） 
継 続 ・ 中 止 
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前回再評価と今回再々評価の比較 番号 河－１

事業の名称 神田川整備事業  前回再評価時 今回再々評価 前回と今回の比較

事業概要の比較 前回再評価時 今回再々評価 前回と今回の比較

事業の進捗の見込みの

視点（Ⅱ） 

用地取得が完了し次第

、順次、護岸改修工事を

進めることができるため

、進捗が見込まれる。 

用地取得が進んでおり

、残事業の用地取得が完

了し次第、順次、護岸改

修工事を進めることがで

きるため、進捗が見込ま

れる。 

5年間で用地取得は47%から80%、護岸整備延長

は25%から73%に進捗した。 

事業へのご協力をいただけず難航している権

利者との用地折衝においては、引き続き、事業の

必要性、水害の危険性を十分に説明し、早期の用

地取得に向けて調整を進めていく。 

全体事業費（百万円） 

内、用地費 

内、工事費

7,031 

内  2,970 

内  4,061

9,872 

内  3,477 

内  6,395

地元調整により低振動、低騒音の工法を採

用したため工事費が増額となっている。 

執行済額（執行率,%） 

内、用地分（執行率,%）

内、工事分（執行率,%）

*済額は百万円単位

3,495（50％） 

内 1,551（52％） 

内 1,944（48％）

6,985（71％） 

内 2,814（81％） 

内 4,171（65％）

用地買収を順次に進めている。用地を取得

できた箇所から護岸整備を実施し、着実に整

備延長を伸ばしている。 

コスト縮減や代替案立案

等の可能性の視点（Ⅲ） 

掘削土の流用、仮設桟

橋に使用する鋼材を次期

工事に転用するなど、コ

スト縮減に努めている。

掘削土の流用、仮設桟

橋に使用する鋼材を次期

工事に転用するなど、コ

スト縮減に努めている。

引き続きコスト縮減を図っている。 
用地取得予定面積,㎡ 

既取得面積,㎡ 

用地取得率,%

2,033㎡ 

960㎡ 

47％

1,902㎡ 

1,524㎡ 

80％

用地取得が進捗したことにより用地取得

率が増加した。 

事業期間
平成１６年度～ 

平成２５年度

平成１６年度～ 

平成３０年度

平成２５年度に事業認可の延伸を行った。 

平成３０年度に事業認可の再延伸を予定。 

総合評価 

 水害が絶えず発生して

いる神田川において、本

事業区間の護岸改修が完

了することは、事業区間

付近の水害軽減や上流区

間の護岸改修の促進が可

能となるなど、神田川流

域全体の安全性の向上に

寄与できる。 

近年も局地的な集中豪

雨等により神田川では絶

えず水害が発生しており

、都市型水害の危険性は

依然として高い。水害か

ら都民の生命と財産を守

るため、本事業を進める

ことは、神田川流域全体

の安全性の向上に寄与で

きる。（継続・中止）

近年も局地的な集中豪雨等により神田川では

絶えず水害が発生している。本事業は、当該事業

区間付近で発生する水害の軽減や、未改修となっ

ている上流区間の護岸改修の促進が可能となる

など、神田川流域全体の安全性の向上に寄与でき

る。そのため、本事業の必要性はより一層高まっ

ている。 

事業規模等 約540ｍ 約540ｍ 変更無し 

（その他）

評価主体のコメント 

神田川流域では、平成25～28年において局地的な集中豪雨等において443棟もの床上床下浸水が発生

するなど、近年においても絶えず水害が発生している。住宅密集地域である当該事業区間の水害の軽

減を図るとともに、上流区間への護岸整備を推進し、神田川流域全体の安全性を向上させるため、当

事業を継続する必要がある。

事業の必要性等に関す 

る視点（Ⅰ）
前回再評価時 今回再々評価 前回と今回の比較

神田川流域においては平

成17年9月の集中豪雨など

により浸水被害が発生して

おり、都市型水害の危険性

は高まっている。本事業区

間では、現河道の流下能力

が計画流量の6割程度とな

っている箇所もあることか

ら、水害の軽減を図るとと

もに、上流部の護岸整備を

促進させるためにも護岸改

修の必要性はより一層高ま

っている。

近年の局地的な集中豪雨

等により、神田川では平成

25～28年に床上浸水304棟、

床下浸水139棟の水害が発

生するなど、都市型水害の

危険性は依然として高い。

そのため、本事業区間にお

ける水害の軽減や上流部の

護岸整備を促進させるなど

、治水効果の大きい本事業

の必要性はより一層高まっ

ている。 

事業の必要性はより一層高まっている。 
前回付議時の委員会の

指摘事項等 

平成25年度 第2回事業評価委員会 

○委員の主な発言 ※（）内は、評価主体の回答 

１．東京メトロとの調整に時間がかかった理由は。 

（計画箇所の真下に丸の内線があり、工事で計画箇所まで掘削したところ、丸の内線の設計

図に記載のなかった構造物の防護施設と近接していることが判明した。東京メトロと施工

方法について調整を重ねたうえで、繊細な注意を払いながら施工したことにより時間がか

かった。） 

定量的効果（Ｂ／Ｃ） ９．５ ５．８

事業費の増加により、Ｂ／Ｃは減となって

いるが、住宅などの資産等が集中した地域で

あるため引き続き効果は高い。 
前回再評価年度 平成 ２５年度 付議委員会 平成２５年度 第２回事業評価委員会
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